
予算要求資料
平成31年度当初予算　支出科目 款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費
	事業名　新国際園芸アカデミー運営機能強化推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産園芸課　花き係　電話番号：058-272-1111（内2865）

　　　　　　　E-mail： c11423＠pref.gifu.lg.jp
１　事業費　12,396千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,396
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,396

	決定額
	11,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,600


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・　農業大学校、国際園芸アカデミー及び森林文化アカデミー３校の更なる運営向上を図ることを目的とし、農林系アカデミー・農業大学校運営向上検討会が平成30年5月に設置。
・　検討会において、３つの取組「学校の魅力発信（入口対策）」、「社会の変化に対応した学校づくり（教育内容の充実）」、「就職・就農支援の強化（出口対策）」を柱とし、３校共有で取り組む施策と各校個別で取り組む施策を整理。
・　国際園芸アカデミー独自におこなう取組を事業化し、国際園芸アカデミ
ーの運営機能を強化し、学校の魅力度向上につなげる必要がある。
（２）事業内容

ア）学校の魅力発信
・最新技術習得による指導力の向上と人的ネットワークの構築を図るための企業派遣研修の実施
イ）社会の変化に対応した学校づくり
　　　　・教員の技術・技能・指導力などの研修受講
・産官学連携体制を構築し、教育ニーズを的確にとらえた教育実施
　　　　・海外の園芸協会等民間団体との人材育成面での連携推進
　　　　・学校の機能強化のための移転必要性の検討

　　ウ）就職・就農の強化
　　　　・生徒と企業とのマッチングの機会拡充及びコンソーシアム設立も含めた企業との連携推進

　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県立学校に関わる事項であり、県が負担することが妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	214
	受入れ企業への報償費等

	旅費
	1,466
	業務旅費、費用弁償

	需用費
	1,440
	県産花き

	役務費
	120
	通信運搬費

	委託料
	8,902
	海外の園芸協会等連携先調査、機能移転調査業務

	使用料
	14
	携帯電話・データ通信機器レンタル

	負担金
	240
	指導者研修会参加負担金

	合計
	12,396
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・　ぎふ農業・農村基本計画（平成２８～３２年度）
・　清流の国ぎふ花き振興計画（平成２８～３２年度）
　　・　農林系アカデミー・農業大学校運営向上検討会
　　・　岐阜県都市公園活性化懇談会

（２）国・他県の状況

　　　県立の園芸系の学校で、兵庫県立淡路景観園芸学校（兵庫県淡路市）がある。
（３）後年度の財政負担
　　　必要経費に関して、県が継続して財政負担する。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　県が運営する学校であることから、事業主体が県であることは妥当である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・国際園芸アカデミーの運営機能を強化し、学校の魅力度向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	担い手数育成数
（H28-32年度累計）
	330人
（H27）
	371人
（H28）
	（H　）
	858人
（H29）
	2,000人
（H32）
	42.9％


	　うち新規就農者数
（H28-32年度累計）
	　94人
（H27）
	90人
（H28）
	（H　）
	200人
（H29）
	600 人
（H32）
	33.3％



○指標を設定することができない場合の理由
	



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	
　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○

	国民の花き購入額及び生産額が低迷する状況において、質の高い花き園芸職人を育成・輩出するために取り組む当事業の必要性は極めて高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・学生が真剣に学べる環境づくりに努めなければならないという観点から、教員の指導力の底上げや、国際競争力に打ち勝つ人材の育成のための環境整備など、教育レベルを確実にあげることが急務である。


（次年度の方向性）
	・花き生産、花き装飾、造園緑化を横断的に学べる全国で唯一の学校であり、鉢物生産量全国３位の当県において、レベルの高い花き園芸教育を受けることができる国際園芸アカデミーのニーズは極めて高いことから、学校の運営力を高めるため、平成３１年度も事業を継続する。



